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國學院大學法科大学院学則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この学則は、國學院大學学則第２条第９項の規定に基づき、國學院大學専門職大学院法務

研究科（法科大学院）の組織及び運営について、必要な事項を定めるものとする。 

（設置及び名称） 

第２条 國學院大學専門職大学院に法務研究科法務職専攻を置き、当該研究科を國學院大學法科大

学院（以下「本法科大学院」という。）と称する。 

（本法科大学院の目的） 

第３条 本法科大学院は、法理論と法実務の有機的結合を図る教育を行い、法務職に関する高度の

専門性と深い学識及び卓越した能力を培った法曹を養成することを目的とする。 

（課程及び修業年限） 

第４条 本法科大学院に標準修業年限を３年とする専門職学位課程を置く。 

２ 前項の規定にかかわらず、本法科大学院において必要とされる法律学の基礎的な学識を入学前

に有していると認められる者（以下「法学既修者」という。）については、１年を超えない範囲で

修業年限を短縮することができる。 

（入学定員及び収容定員） 

第５条 本法科大学院の入学定員は１５名とし、収容定員は４５名とする。 

（自己点検・評価） 

第６条 本法科大学院は、その目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況につい

て自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 本法科大学院は、その運営及び教育研究活動等に関して、一定期間ごとに國學院大學以外の組

織に所属する者による評価を行い、その結果を公表するものとする。 

３ 自己点検及び評価の実施に関する事項は、法科大学院教授会が別に定める。 

（第三者評価） 

第７条 本法科大学院は、一定期間ごとに文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価を受け

るものとする。 

 

第２章 教員組織及び運営 

（法科大学院長） 

第８条 本法科大学院に法科大学院長を置く。 

２ 法科大学院長は、本法科大学院に関する事項をつかさどり、本法科大学院を代表する。 

３ 法科大学院長は、法科大学院教授会の議を経て学長が委嘱する。 

４ 法科大学院長の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（法科大学院副院長） 

第９条 本法科大学院に法科大学院副院長を置く。 

２ 法科大学院副院長は、法科大学院長を補佐する。 
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３ 法科大学院副院長は、法科大学院教授会の議を経て学長が委嘱する。 

４ 法科大学院副院長の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（教員） 

第１０条 本法科大学院に専任の教授、准教授、助教及び助手を置く。 

２ 前項に定める教員について、任期の定めのある教員を置くことができる。 

３ 本法科大学院に客員の教授及び兼任の講師を置くことができる。 

４ 本法科大学院の教員の任用等に関しては、別に定める。 

（法科大学院教授会） 

第１１条 本法科大学院に法科大学院教授会を置く。 

（法科大学院教授会の組織） 

第１２条 法科大学院教授会は、本法科大学院の教授、准教授及び助教をもって構成する。 

第１３条 法科大学院教授会は、法科大学院長が招集し、その議長となる。 

２ 法科大学院長に事故のあるときは、法科大学院副院長が議長となる。 

３ 國學院大學の学長及び副学長は、法科大学院教授会に出席し、意見を述べることができる。 

（法科大学院教授会の審議） 

第１４条 法科大学院教授会は、本法科大学院に関する次の事項を審議する。 

(1) 法科大学院長及び副院長の選出に関する事項 

(2) 教員の人事に関する事項 

(3) 各種委員会の委員の選出に関する事項 

(4) 点検・評価に関する事項 

(5) 教育課程に関する事項 

(6) 入学制度に関する事項 

(7) 学生の入学、休学、退学、転学、留学、除籍等に関する事項 

(8) 修了及び学位の授与に関する事項 

(9) 学生の支援及び賞罰に関する事項 

(10)試験及び成績評価等に関する事項 

(11)本法科大学院にかかる諸規程の制定・改廃に関する事項 

(12)その他本法科大学院の運営に関する事項 

（本法科大学院教授会の運営） 

第１５条 法科大学院教授会の運営に関しては、別に定める法科大学院教授会運営規程による。 

２ 本法科大学院に次の委員会を置くことができる。 

教務委員会 

入試委員会 

広報委員会 

就職支援委員会 

学習委員会 

リーガルクリニック運営委員会 

その他法科大学院教授会が認める委員会 
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３ 委員会に関する規程は、別に定める。 

（事務職員） 

第１６条 本法科大学院に、必要な事務職員を置く。 

 

第３章 学年・学期・休日 

（学年及び学期） 

第１７条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 

２ 学年は次の各号のとおり、前期及び後期に分ける。 

(1) 前期 自 ４月１日  至９月３０日 

(2) 後期 自１０月１日  至３月３１日 

（休業日） 

第１８条 休業日は、次のとおりとする。ただし、必要があるときは、休業日を変更し、又は臨時

に休業することがある。 

(1) 日曜日及び国民の祝日に関する法律で休日とする日 

(2) 大学創立記念日（１１月４日） 

(3) 神殿鎮座記念祭（５月１日） 

(4) 春季休業日 自３月２１日 至３月３１日 

(5) 夏季休業日 自８月１０日 至９月１９日 

(6) 冬季休業日 自１２月２０日 至１月７日 

２ 休業日の変更又は臨時休業日については、その都度公示する。 

（休業日の授業） 

第１９条 特別の必要があるときは、休業日でも授業を行うことができる。 

（在学できる年数） 

第２０条 本法科大学院に在学できる年数は、通算して６年を限度とする。 

 

第４章 入学・休学・退学・留学・転学等 

（入学の時期） 

第２１条 入学の時期は、前期及び後期の学期の始とすることができる。 

（入学の資格） 

第２２条 本法科大学院に入学する資格のある者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 大学評価・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより、当該外

国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 修業年限が４年以上の専修学校専門課程で、文部科学大臣が定めた基準を充足し、同大臣が

別に指定するものを、同大臣が定める日以降に修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 
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(7) 本法科大学院以外の大学院に飛び入学した者で、本法科大学院が教育を受けるにふさわしい

学力があると認めた者 

(8) 大学に３年以上在学し、当該大学で修得した専門科目・教養科目等の卒業に必要な単位 110

単位以上を、優れた成績をもって修得したと本法科大学院が認めた者 

(9) ２２歳に達した者で、高等専門学校又は短期大学の卒業者、専修学校又は各種学校の卒業者、

外国大学日本分校又は外国人学校の卒業者、外国において学校教育における１５年の課程を修

了した者その他その経歴からみてこれらの者に相当する学力があると認められる者で、本法科

大学院が個別の入学審査の結果、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

(10)前各号に定めるもののほか、本法科大学院が大学を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者 

（入学試験） 

第２３条 入学を志願する者は、入学試験又はこれに代わる選考（以下「入学試験」という。）を受

けなければならない。 

２ 入学を志願する者は、入学願書その他必要書類に選考料を添えて、所定の期日までに願い出な

ければならない。 

３ 入学試験は、法科大学院教授会が定める方法により、学力、人物判定に基づいて行う。 

（入学手続） 

第２４条 入学試験に合格した者は、保証人連署の誓約書その他必要な書類に学費等を添えて、所

定の期日までに手続をとらなければならない。 

（保証人） 

第２５条 保証人は、父、母又は成年者で独立の生計を営む者でなければならない。 

２ 保証人は、学生の在学中の一切の事項について責任を負う。 

３ 学生は、保証人の変更又はその氏名若しくは住居地に変更があったときは、すみやかに変更届

を提出しなければならない。 

（留学） 

第２６条 外国の法科大学院又はそれに準ずる高等教育機関での修学を志願する者は、学長の許可

を得て留学することができる。 

２ 留学の手続等に関する事項は、別に定める。 

（休学） 

第２７条 病気その他やむを得ない事由により、引続き２か月以上修学することができない者は、

保証人連署の上願い出て、休学することができる。 

２ 前項の事由が消滅したときは、復学願を提出し、学期の始に復学することができる。 

３ 休学の期間は、前期、後期又は学年度とする。やむを得ない場合は、この期間を延長すること

ができる。 

４ 休学の期間は、合算して２年を超えることはできない。 

５ 休学の期間は、第２０条に定める在学できる年数に算入しない。 

（休学の命令） 

第２８条 校医が、健康上修学に不適当と認めた者には、休学を命ずることがある。 
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（転学） 

第２９条 他の法科大学院の学生が、その所属する大学の学長の承認書を添えて本法科大学院に転

学を志願したときは、学年の始に限り、選考の上、転学を許可することがある。 

２ 本法科大学院の学生で他の法科大学院に転学を志願する者は、その理由を付した転学願を提出

し、転学の許可を受けなければならない。 

（退学） 

第３０条 病気その他やむを得ない事由により、退学しようとする者は、保証人連署の上、退学願

を提出しなければならない。 

（再入学） 

第３１条 前条の規定により退学した者が、再入学を希望するときは、保証人連署の再入学願を提

出し、考査の上、学期の始に再入学の許可を受けることができる。 

２ 再入学願を提出できる期間は、退学年度から３年以内とする。 

３ 再入学した者が、退学した場合は、再度入学することは許可しない。 

４ 再入学した者が、再入学後に在学できる年数は、再入学以前に在学した年数にかかわらず、４

年を限度とする。 

 

第５章 課程の修了要件等 

第１節 授業科目、履修の方法、単位認定等 

（授業科目） 

第３２条 授業科目は、法律基本科目、実務基礎科目、基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目と

する。 

２ 授業科目の授業は、講義、演習及び実習によって行うものとする。 

（教育方法の特例等） 

第３３条 教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間又は時期に、授

業又は指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

（教員の研修等） 

第３４条 本法科大学院は、法理論と法実務を架橋する高度な法学専門教育の充実をはかるため、

教員の研修及び研究会を定期的に実施するものとする。 

２ 前項に規定する研修等の運営方法については、別に定める。 

（修了に必要な単位数） 

第３５条 本法科大学院の課程を修了するためには、１０８単位以上を修得し、かつ別に定める条

件を満たさなければならない。 

（年間履修単位数の上限） 

第３６条 学生が１年間に履修科目として登録できる単位数の上限は、３６単位とし、最終年度に

あっては、４４単位とする。ただし、法学既修者を除き１年次は４３単位、２年次は４０単位を

上限とする。 

（開設授業科目、履修の方法等） 

第３７条 開設する授業科目の名称、単位数、履修の方法等は、別表第１に掲げるとおりとする。 



6 

２ 履修の方法については、前項別表第１に規定するもののほか、別に定める法科大学院履修規程

による。 

（履修の手続） 

第３８条 学生は、所定の期日までに学費等を納入し、その学期又は学年に履修しようとする授業

科目について、指定された期日に履修届を提出しなければならない。 

（単位の授与） 

第３９条 授業科目を履修し、その試験又はこれに代わる評価に合格した者には、所定の単位を授

与する。 

（他の大学院における授業科目の履修、単位互換） 

第４０条 法科大学院教授会が教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院において履修した授

業科目について修得した単位を、３０単位を超えない範囲で本法科大学院における授業科目の履

修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が外国の大学院に留学する場合及び外国の大学院が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修する場合についても準用する。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第４１条 法科大学院教授会が教育上有益と認めるときは、本法科大学院に入学及び再入学する前

に大学院において修得した単位を、本法科大学院に入学した後の本法科大学院における授業科目

の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 入学前の既修得単位として認定できる単位数は、前条に規定する他の大学院の授業科目につい

て本法科大学院において履修したとみなす単位数を合わせて、３０単位を超えないものとする。 

（法学既修者） 

第４２条 第４条第２項に規定する法学既修者については、４０単位を超えない範囲の単位を修得

したとみなすことができる。 

２ 法学既修者について修得したものとみなすことのできる単位数は、第４１条に規定する入学前

の既修得単位及び第４０条に規定する他の大学院の授業科目について本法科大学院において履修

したとみなす単位数と合わせて、４０単位を超えないものとする。 

３ 法学既修者の認定については、入学前に実施する考査の結果をもとに法科大学院教授会が決定

する。 

 

第２節 試験、成績及び学位 

（試験方法・時期） 

第４３条 試験は、筆記又は口述によるものとする。ただし、論文の提出その他の方法によること

ができる。 

２ 試験は、学期末において行う。ただし、必要があると認めるときは、その他の時期においても

行うことができる。 

（追試験） 

第４４条 病気その他やむを得ない事故等により試験を受けられなかった者のために、追試験を行

うことがある。 
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２ 追試験を受験するためには、別に定める所定の手続をとらなくてはならない。 

（受験資格） 

第４５条 試験は、履修した授業科目でなければ受けることができない。 

２ 学費を納入しない者は、試験を受けることができない。 

３ 休学又は第５８条に規定する謹慎又は停学の期間中は、試験を受けることができない。 

（成績の表示） 

第４６条 試験の成績は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＦで示し、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤを合格とし、Ｆを不合

格とする。 

（成績評価基準等の明示） 

第４７条 成績評価については、厳格性及び客観性を確保するため、その基準を学生に対してあら

かじめ明示するものとする。 

（学位の種類） 

第４８条 法科大学院の課程を修了した者に授与する学位は、法務博士（専門職）とする。 

２ 本法科大学院において学位を授与された者は、学位の名称を使用するとき、本大学名を付記す

るものとする。 

 

第６章 奨学制度 

（奨学制度） 

第４９条 経済的理由により修学が困難な者及び特に試験の成績等が優れている者には、奨学の方

法を講じることができる。 

２ 奨学の方法については、別に定める。 

 

第７章 学費等 

（選考料） 

第５０条 入学及び再入学を志願する者は、別表第２に掲げる選考料を納めなければならない。 

（学費） 

第５１条 学費は、別表第３のとおりとする。 

２ 在学中に、前項に規定する学費について変更があった場合には、新たに定められた金額を納め

なければならない。 

３ 再入学を許可された者は、授業料及びその他の経費については、再入学しようとする年度の学

費を適用する。 

４ 学費の減免措置については、別に定める。 

（学費の納期） 

第５２条 学費は、所定の期間中にこれを納めなければならない。 

（学費等の返還制限） 

第５３条 納入した学費等は、返還しない。 

 

第８章 科目等履修生及び聴講生 
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（科目等履修生） 

第５４条 本法科大学院は、本法科大学院以外の者が、本法科大学院の正規の単位を修得すること

を目的として、別表第４に定める選考料を添えて、特定の授業科目の履修を願い出た場合には、

法科大学院教授会で選考の上、科目等履修生として当該授業科目の履修を許可することができる。 

２ 科目等履修生として許可された者は、別表第４に定める選考料、登録料及び受講料を納めなけ

ればならない。 

３ 科目等履修生に関する必要な細目は、別に定める。 

（聴講生） 

第５５条 本法科大学院は、本法科大学院の特定の授業科目の聴講を願い出た者について、教育研

究に支障のない場合に限り、法科大学院教授会で審査の上、これを許可することがある。 

２ 聴講生として許可された者は、別表第５に定める審査料、登録料及び聴講料を納めなければな

らない。 

３ 聴講生に関する必要な細目は、別に定める。 

 

第８章の２ 特別研究員 

第５５条の２ 本法科大学院を修了し法務博士（専門職）学位を取得した者は、法科大学院教授会

の選考を経て、特別研究員として在籍することができる。 

２ 特別研究員に関する必要な事項は、別に定める。 

 

第９章 学生の賞罰及び除籍 

（表彰） 

第５６条 人物学業優秀な者、又は範とすべき行為をなした者は表彰する。 

（懲戒） 

第５７条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては懲戒を行う。 

(1) 本学の秩序を紊し、名誉を毀損した者 

(2) 性行不良で改善の見込がないと認められた者 

(3) 学力劣等で成業の見込がないと認められた者 

(4) 正当の理由がなくて出席常でない者 

（懲戒の種類） 

第５８条 懲戒は譴責・謹慎・停学・退学の４とする。 

（除籍） 

第５９条 次の各号のいずれかに該当する者は除籍する。 

(1) 休学期間を除き在学６年を超える者 

(2) 学費及びその他の納付金を所定の期間中に納入しない者 

２ 次の各号のいずれかに該当する者には退学を勧告し、これに応じない者は除籍することができ

る。 

(1) 休学期間が２年を超える者 

(2) 履修の手続を所定期間中に行わなかった者で修学の意思がないと認められた者 
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(3) 各年次終了時において、特別の事情なくして所定の成績を修めることができず、成業の見込 

みがないと認められた者 

（除籍者の再入学制限） 

第６０条 除籍となった者は、第３１条に規定する再入学の権利を有しない。 

 

第１０章 施設及び設備 

（講義室等） 

第６１条 本法科大学院には、その教育研究に必要な講義室、演習室、研究室及び自習室等を備え

るものとする。 

２ 本大学の学部、研究科、機構等の施設は、その教育研究上支障を生じない場合には、本法科大

学院の教育研究のために、必要に応じ共用することができる。 

（法科大学院図書室） 

第６２条 本法科大学院に研究施設として法科大学院図書室（以下「ローライブラリー」という。）

を置き、その教育研究に必要な図書及び学術雑誌等を備えるものとする。 

２ ローライブラリーに専任の教員又は職員を置く。ローライブラリーの組織及び運営等について

必要な事項は、別に定める。 

３ 本大学の図書館及び学部資料室等に備える図書及び学術雑誌等は、その教育研究上支障を生じ

ない場合には、本法科大学院の教育研究のために、必要に応じ共用することができる。 

 

第１１章 改正 

（改正） 

第６３条 この学則の改正は、法科大学院教授会の議を経て、学長が行う。 

 

附 則 

１ この学則に規定のない事項については、國學院大學学則を準用する。 

２ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年４月１日において現に助教授である者は、准教授になるものとする。 

３ 平成１９年４月１日から施行する学則の改正後の学則関連規定の適用については、別に定め

るもののほか、改正前における助教授としての在職は、准教授の在職とみなす。 

４ 第５１条別表第３については、平成１８年度以前の入学者については、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 
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附 則 

この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、平成２２年度の収容定員は１４０

名、平成２３年度の収容定員は１３０名とする。 

２ 平成２１年度に入学した者の修了要件単位数については９７単位とし、平成２０年度以前に

入学した者については、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、平成２５年度の収容定員は１１０

名、平成２６年度の収容定員は１００名とする。 

２ 第５１条別表第３については、平成２４年度以前の入学者については、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、平成２６年度の収容定員は９５名、

平成２７年度の収容定員は８０名とする。 

附 則 

１ この学則は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、平成２７年度の収容定員は７０名、

平成２８年度の収容定員は５５名とする。 

２ 平成２６年度以前に入学した者の修了要件については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ （本法科大学院の募集停止と存続に関する経過措置） 

  本法科大学院は、平成２８年度以降の入学者募集を停止する。なお、本法科大学院は、平成

２８年４月１日に在学する者が、本法科大学院に在学しなくなるまでの間、存続するものとす

る。 

３ （平成２８年度から平成３０年度の収容定員） 

第５条の規定にかかわらず、本法科大学院の平成２８年度の収容定員は４０名、平成２９年

度の収容定員は１５名、平成３０年度の収容定員は０名とする。 
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別表第１（第３７条関係） 

授業科目及び単位数等 

年次配当

必
修

選
択
必
修

選
択

標
準

基礎演習Ⅰ 1 1年

基礎演習Ⅱ 2 2年

公法Ⅰ(憲法) 4 1年

公法Ⅱ（行政法) 4 2年

公法演習Ⅰ(憲法) 2 2年

公法演習Ⅱ(行政法) 2 2年

公法演習Ⅲ（憲法・行政訴訟） 2 3年

民法Ⅰ(総則) 2 1年

民法Ⅱ(物権) 2 1年

民法Ⅲ(債権総論) 2 1年

民法Ⅳ(契約法) 2 1年

民法Ⅴ(事務管理・不当利得・不法行為法) 2 1年

民法Ⅵ(家族法） 2 1年

会社法 4 2年

民事訴訟法 4 1年

民事法演習Ⅰ(民法Ⅰ) 2 2年

民事法演習Ⅱ(民法Ⅱ） 2 2年

民事法演習Ⅲ(会社法) 2 2年

民事法演習Ⅳ(民事訴訟法) 2 2年

民事法演習Ⅴ(実体法･手続法統合演習) 2 3年

刑法Ⅰ（各論） 3 1年

刑法Ⅱ（総論） 3 1年

刑事訴訟法 4 1年

刑事法演習Ⅰ（刑法） 2 2年

刑事法演習Ⅱ（刑事訴訟法） 2 2年

刑事法演習Ⅲ（実体法・手続法統合演習） 2 3年

応用科目 応用演習 2 3年 　必修 2単位

法律学特殊講義Ⅰ 1 3年

法律学特殊講義Ⅱ 2 3年

法曹倫理 2 1年

リーガル・リサーチ 2 1年

リーガル・ライティング 2 2年

民事訴訟実務の基礎 2 2年

刑事訴訟実務の基礎 2 2年

リーガルクリニック（初級） 2 2年

エクスターンシップ 1 1年

プレリーガルクリニック 1 1年 　　　※履修単位制限外

リーガルクリニック（法教育） 2 2年

リーガルクリニック（上級・刑事） 2 2年

リーガルクリニック（上級） 4 3年

法理学 2 2年

法社会学 2 3年

日本法制史 2 2年
西洋法制史 2 3年
英米法 2 2年

導入科目
　基礎演習Ⅱ　必修2科目4単位

民
事
法
系
科
目

法
律
基
本
科
目
群

授　業　科　目

単位数

備　考

　基礎演習Ⅰ　必修6科目6単位

公
法
系
科
目

　　選択必修 4単位

　　必修 6単位

　　必修 6単位

　　必修 16単位

　　必修 14単位

基礎法学・隣
接科目群

発
展

科
目

　　※修了要件単位数には含まない

実
務
基
礎
科
目
群

法
曹
基

本
科
目

実
務
関
連
科
目

刑
事
法
系
科
目

　　必修 30単位
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刑事政策 2 3年
環境政策 2 2年
環境法 2 2年
情報法 2 3年
地方自治法 2 2年
地方自治 2 3年
自治体政策法務 2 3年
少年法 2 2年
NPOと法 1 1年 　　＊明治学院大学開講科目

公共政策 1 1年 　　＊明治学院大学開講科目

情報メディアと法 2 3年 　　＊獨協大学開講科目

教育法 2 2年 　　＊獨協大学開講科目

展開演習Ⅰ 2 3年
租税法 2 2年
労働保護法 2 2年
社会保障法 2 3年
消費者法 2 2年
医事法 2 3年
紛争処理システム 2 3年
国際人権法 1 1年 　　＊明治学院大学開講科目

展開演習Ⅱ 2 3年
民事執行・保全法 2 2年
倒産法 2 2年
金融商品取引法 2 2年
経済法 2 2年
知的財産法Ⅰ（特許法） 2 2年
知的財産法Ⅱ（著作権法） 2 2年
企業法務 2 3年
労働争訟法 2 2年
国際関係法（公法系） 2 2年
国際関係法（私法系） 2 2年
法律英語 2 3年
エンターテインメント法 2 3年 　　＊東海大学開講科目

国際経済法 2 2年 　　＊東海大学開講科目

コーポレートガバナンス 2 2年 　　＊獨協大学開講科目

中国ビジネスロー 2 2年 　　＊獨協大学開講科目

展開演習Ⅲ 2 3年

　　　  【標準ｺｰｽ】
　　　   合計 20単位
　　　　     　　　 以上

　　　  【短縮ｺｰｽ】
　　　   合計 20単位
　　　　　　　      以上

「
法
人
活
動

」
科
目
群

「
生
活
者

」
科
目
群

展
開
・
先
端
科
目
群

｢

ま
ち
づ
く
り

｣

科
目
群

 

 

別表第２（第５０条関係） 

項   目 金     額 

選   考   料 １２，０００円 

備考 １ 一般入試適正試験第 4部活用型については、８，０００円とする。 

   ２ 本学の学部、大学院出身者の選考料は徴収しない。 

   ３ 再入学者の選考料は徴収しない。 

 

別表第３（第５１条関係） 

項   目 入学年度別 金     額 

入   学   金 平成２７年度 ２５０，０００円 

授   業   料 
平成 25～27 年度 ９５０，０００円 

平成 24 年度以前 １，３００，０００円 

施 設 設 備 費 全入学年度 ２００，０００円 

備考 １ 授業料、施設設備費は在学中毎年度納入するものとする。 

２ 本学の学部、大学院出身者の入学金は５０，０００円、施設設備費は５０，０００
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円とする。 

３ 社会人特別入試入学者については、授業料を半額とする。 

４ 特待生入試入学者の授業料及び施設設備費は徴収しない。 

５ 再入学者の入学金は徴収しない。 

 

別表第４（第５４条関係）科目等履修生 

項   目 金     額 

選   考   料 ３５，０００円 

登   録   料 １００，０００円 

受   講   料 １単位につき ４０，０００円 

備考 本法科大学院の出身者の登録料は半額とする。 

 

別表第５（第５５条関係） 

項   目 金     額 

審   査   料 ２０，０００円 

登   録   料 ５０，０００円 

聴   講   料 １単位につき ２０，０００円 

備考 本法科大学院の出身者の登録料は半額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 


